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第８節 生活保護 

 

１ 生活保護 

 

（１）生活保護事業  

根拠法令等 生活保護法 負担割合 国3/4 市1/4 

 

＜目的・事業内容＞ 

憲法第２５条に規定されている国民の生存権保障の理念に基づき、生活に困窮するすべての国民に対し、

国の責任において、その困窮の程度に応じて無差別平等に、必要な保護を行い最低限度の生活を保障する

とともに、その自立を助長することを目的とする。 

 

①生活保護の概要 

ア．保護の受給要件 

  生活に困窮する者が、活用できる資産（家屋や土地など）、能力（就労の意思や能力など）、その他あら

ゆるものを、最低生活維持のため利用することを要件としている。また、民法に定める扶養義務者の扶養

及び他の法律に定める扶助は、すべて生活保護に優先する。 

 保護は、厚生労働大臣が定める保護基準による最低生活費を、その世帯の収入と対比して、最低生活費

に足りないときに、初めて実施される。 

 

イ．保護の種類と実施手続き 

  保護の種類は、生活、教育、住宅、医療、介護、出産、生業、葬祭の８種類の扶助があり、必要に応じ、

その被保護世帯に該当する扶助費が支給される。 

 保護の申請は、福祉事務所保護課で受理し、地区担当員が調査を行う。その調査結果に基づき、保護の

開始または申請の却下等となる。 

 保護受給中の世帯には、地区担当員が訪問し、その世帯の自立を助長するための助言指導等にあたる。 

 

ウ．生活保護の基準と実施 

 保護基準は、年齢、世帯構成、地域別等に分けて厚生労働大臣が定める。これは一般国民生活の消費動

向を基礎として、毎年改正されている。大牟田市は２級地－２で標準３人世帯(３３歳男、２９歳女、４歳

子)の生活扶助基準は１４７，６９０円となる。（令和元年10月1日改正：対前年度比102.5％） 

 保護実施上の取扱いは、「保護の実施要領」および「医療扶助運営要領」、「介護扶助運営要領」の通達に

基づき行う。 

 

②生活保護の動向 

ア．これまでの動向 

被保護世帯、人員の数は、昭和３９年度をピークとし、その後減少傾向であったが、昭和５２年度から

は長引く経済不況の影響で増加に転じ、特に昭和５７年度から昭和６０年度までは急増した。その後、減

少傾向が続いたが、平成９年３月の三池炭鉱の閉山により、社会、経済状況が厳しい状況となり、平成９

年度から平成１５年度まで増加傾向となり、平成１６年度からは微増であった。しかし、平成２１年度か

らは世界的な金融危機の影響で、平成２４年度まで急増し、平成２５年度からは被保護世帯数は微増であ

るが、人員はわずかに減少した。 

被保護世帯数は平成２７年度から、被保護人員は平成２５年度から前年度を下回り、減少に転じている。

世帯類型では高齢者世帯の割合が年々増加している。 
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イ． 令和元年度の世帯の状況 

被保護世帯数は５年連続、被保護者人員は７年連続で減少した。また、保護廃止世帯数・人員がともに

５年連続で保護開始世帯数・人員を上回った。 

保護率は、人口百人に対し約３．４７人で、県平均の２．２５人（令和2年3月生活保護速報、町村別

保護状況）、全国平均１．６４人（令和2年3月被保護者調査速報）と比較すれば高い率を示しているが、

２７年度からは５年連続で減少している。 

世帯類型は、高齢者世帯が６１．５％と被保護世帯の半数を超え、傷病障害者世帯２０．４％、その他

の世帯１４．７％、母子世帯３．４％の順で構成されていて、傷病障害者世帯、その他の世帯の比率が下

がってきている。一方で平成２６年度以降は高齢者世帯の割合が５割を超え、毎年その割合が増加してい

る。 

 

＜実 績＞ 

① 生活保護の年度推移 

ア．保護の相談申請と開始廃止状況の推移 

年 度 

区 分 
H27 H28 H29 H30 R1 

相 談 848 759 819 663 673 

再
掲 

助言指導等 239 181 174 156 191 

申請書交付 342 324 369 287 265 

申請書受理 267 254 276 220 217 

申 請 267 254 276 220 217 

却 下 4 5 9 5 5 

開 始 
世帯数 246 234 246 212 200 

人員 347 294 317 297 269 

廃 止 
世帯数 290 303 283 265 264 

人員 368 386 358 331 323 

 

イ．保護の世帯数人員の推移                  ※世帯数・人員は年度の月平均 

年 度 

区 分 
H27 H28 H29 H30 R1 

生活扶助 
世帯数 2,901 2,844 2,763 2,686 2,614 

人員 3,965 3,841 3,669 3,529 3,392 

住宅扶助 
世帯数 2,576 2,537 2,474 2,424 2,380 

人員 3,462 3,384 3,233 3,132 3,026 

教育扶助 
世帯数 153 143 120 110 102 

人員 239 223 202 182 164 

介護扶助 
世帯数 585 604 612 649 683 

人員 606 622 629 668 700 

医療扶助 
世帯数 2,927 2,887 2,837 2,788 2,781 

人員 3,659 3,566 3,452 3,365 3,317 

出産扶助 
世帯数 1 1 1 1 0.3 

人員 1 1 1 1 1 

生業扶助 
世帯数 75 79 69 61 52 

人員 83 85 75 70 60 

葬祭扶助 
世帯数 7 8 6 6 7 

人員 7 8 6 6 7 

計 
世帯数 3,296 3,240 3,191 3,128 3,083 

人員 4,398 4,279 4,143 4,023 3,925 

保護率 (％) 3.73 3.64 3.57 3.51 3.47 
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ウ．保護費の推移                                （単位 千円） 

年度 

区分 
H27 H28 H29 H30 R1 

生 活 扶 助 2,140,222 2,078,445 1,975,056 1,853,690 1,757,787 

住 宅 扶 助 749,536 742,621 732,186 718,475 709,988 

教 育 扶 助 32,521 29,989 27,485 22,095 17,074 

介 護 扶 助 90,693 101,937 98,711 98,230 100,120 

医 療 扶 助 4,513,530 4,562,651 4,493,189 4,465,750 4,595,154 

出 産 扶 助 2,994 3,022 2,356 3,084 1,385 

生 業 扶 助 15,190 16,004 12,992 11,392 9,105 

葬 祭 扶 助 21,832 25,716 20,857 19,053 24,196 

就労自立給付金 539 550 817 666 658 

進学準備給付金 - - - 1,200 600 

保護施設事務費 1,831 1,853 1,834 3,738 1,908 

計 7,568,888 7,562,788 7,365,483 7,197,373 7,217,975 

 

（２）自立支援プログラムに基づく支援事業 

 

＜目的・事業内容＞ 

    生活保護制度の「自立助長」を強化することを目的として、ケースワーカーが個々に行っていた自立の

ための支援を、自立支援プログラム事業として組織的に実施するもの。 

就労支援事業としては、ハローワークとの連携で就労支援チームを結成し、一般求職者以上の求職がで

きるよう支援を図るとともに、所内では専任の就労支援相談員を配置し、ケースワーカーによる就労指導

だけでは就労に結びつけることができなかった被保護者に対し、必要な助言や指導を細やかに、かつ、継

続的に行い、就労及び社会参加意識等の向上のための支援を行う。 

 

①就労支援事業 

ア．生活保護受給者等就労自立促進事業 

平成１７年９月から、所内の就労支援検討会議で選定した保護受給者を対象に、ハローワークの就職

支援ナビゲーターによるマンツーマンの就労支援を実施する。 

 

イ．大牟田市被保護者就労支援事業 

平成１８年８月から、専任の支援相談員を配置し、就職情報の提供や就労活動に必要な助言や支援を行

う。就労指導が必要な保護受給者を対象に、就労支援検討会議で選定し支援する。 

 

②被保護者就労準備支援事業 

平成２０年１１月から、市内の介護施設・障害者施設等での介護・福祉の仕事を体験することによって

社会参加及び日常生活の自立、そして就労意欲を高めることを支援する事業。平成２２年１０月からは、

農作業による就労体験事業を新たに追加して農業に詳しい方々から指導を受けながら、野菜栽培や収穫等

の作業を行うことで就労意欲を喚起し、社会的自立や就労自立へのきっかけを見いだして自立への支援と

している。 

 

③精神障害者等地域移行支援事業 

平成２０年１０月から、専門の支援相談員枠を確保し、精神疾患等により医療機関に長期入院している

者のうち、症状が安定している者に対し、受け入れ条件を整備し地域社会生活への移行を支援する。 

 

④多重債務者対策支援事業 

多重債務者対策プログラム実施要領に基づき、多重債務等の借金問題を抱える被保護者に対し消費生活

専門相談員等との面談につなげ、生活再建を支援する。 
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＜実 績＞ 

①就労開始者の推移 

 

ア．生活保護受給者等就労自立促進事業  

年度 

区分 
H27 H28 H29 H30 R1 

事業参加者 （人） 36 53 64 52 44 

就労開始者 （人） 16 24 42 27 19 

 

イ．大牟田市被保護者就労支援事業 

年度 

区分 
H27 H28 H29 H30 R1 

事業参加者 （人） 16 9 5 22 19 

就労開始者 （人） 1 0 5 22 19 

 

②支援者数 （人） 

事業名 プログラム名 
年度 

区分 
H27 H28 H29 H30 R1 

被保護者就労準備

支援事業 

（就労意欲喚起等 

支援事業） 

ア 障害者施設 

就労体験 
支援者数 0 0 3 3 3 

イ 介護施設就労体験 支援者数 0 1 2 0 0 

ウ 農業就労体験 支援者数 5 4 1 3 8 

精神障害等地域 

移行支援事業 

精神障害等 

地域移行支援 

支援者数 6 6 0 0 0 

うち地域移行者 1 0 0 0 0 

多重債務者対策支

援事業 
多重債務者対策支援 

支援者数 7 3 1 2 4 

うち支援終了 7 2 0 0 2 

 


